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めの手段として期待されている [ITSH 11]．日本政府は，e-Japan 戦略 [ITSH 
01]，IT 新改革戦略 [ITSH 06]，i-Japan 戦略 2015 [ITSH 09]，世界最先端 IT
国家創造宣言 [ITSH 14] を策定して電子政府を推進し，新電子自治体推進指針 
[MIC 07a]，電子自治体の取組みを加速するための 10 の指針 [MIC 14a] を策
定して電子自治体を推進してきた．この中では，システム自体の効率化が強く
意識されており，特に電子自治体の取組みを加速するための 10 の指針 [MIC 
14a] は，電子自治体の効率化という観点から自治体クラウドを積極的に推進し
ている． 





2009年度において，電子自治体の経費は，全国で 4,083億円である [MIC 10a]．
総人口は 12,751 万人であることから，人口 1 人当たりの地方公共団体の情報シ
ステムの費用は約 3,200 円である．また，2009 年度において，足立区が情報シ
ステムの費用として事業者に支払った金額は 16.0 億円である．表 1-1 は，足立
区から情報公開された情報システムの費用を，後述する経費調査 2007 の 26 業
務ごとに集計したものである．人口は 66.5 万人であることから，足立区におけ
る人口 1 人当たりの情報システムの費用は約 2,400 円である． 
2 










全体の 4 分の 1 もなく，楽観的すぎる理論研究が支配的であり，知識も実務的
示唆も提供していないと厳しく指摘されている [Heeks 07]．また，政策の立案
(単位: 億円)
業務 主な事務 費用 業務 主な事務 費用
住民情報関連 住民記録 1.41 文書管理 文書管理 0.22
税業務 個人住民税 1.41 土木積算 土木積算 -
戸籍 戸籍 0.21 公有財産管理 公有財産管理 0.28
選挙投票 期日前投票 1.04 統合型GIS 統合型GIS -
自動交付機 住民票の写し - 公営住宅管理 契約管理 0.02
国保・年金 国保資格管理 2.74 図書館 蔵書管理 -
福祉業務 児童福祉 1.12 グループウェア 電子メール 0.22
保健業務 成人健診 0.51 電子申請 申請受付 0.22
介護保険 介護保険資格管理 0.93 電子申告 申告受付 -
医療費助成 乳幼児 0.05 施設予約 予約受付 0.27
学齢簿 学齢簿 0.96 電子調達 工事入札 -
財務会計 予算執行 0.28 システム間連携 統合データベース 1.31
庶務事務 勤怠管理 0.00 その他(災害情報, 庁内LANなど) 2.69











 第 4 章では，市町村の 17 業務について，情報システムのソフトウェア開
発方法，共同アウトソーシングなどが費用に与える影響を明らかにする． 
 第 5 章では，全ての業務に共通する費用効果を明らかにして，電子自治体
の効率化に関する政策を検証する． 

























































告 [MIC 10b] のカスタマイズは，情報処理技術者用語辞典 [JIPDEC 03] のカ
スタマイズではなくアドインに相当し，両者でパッケージのカスタマイズの定
義が異なる．本分析では，外国人住民に係る住民登録業務のあり方に関する調



































































の調達方法に関する通説を導出するとともに，第 5 章と第 6 章で使用するマル
チレベルモデルの特徴を整理する． 









































に関する研究として，[Bozeman 86] [Layne 01] [Moon 02] [Andersen 06] 
[Krishnan 12] がある．また，国内の研究には，[Shimada 07] [Gotoh 08] [Kubo 
08] [Shimada 09] [Futagami 10] [Shimada 10a] [Yoshida 10] がある． 
 [Layne 01] は，電子行政の発展を，行政機関やサービスの統合の過程と
とらえ，カタログ，トランザクション，垂直方向の統合，水平方向の統合
の 4 段階に区分する発展段階モデルを提案した． 
 [Moon 02] は，電子行政の発展段階を，単純な情報の普及，双方向通信，
サービスと財政的トランザクション，統合，行政参加に分けるフレームワ
ークを提示し，電子自治体の現状を調査した． 






子行政の評価のフレームワークに関する海外の研究には，[Gupta 03] [OECD 
05] [eGEP 06] [Gouscos 07] [Chircu 08] [Esteves 08] がある． 
 [Gouscos 07] は，電子行政のワンストップサービスを評価する概念的な
フレームワークを提案した． 
 [Chircu 08] は，電子行政の価値を多次元から評価するフレームワークを
提案した． 




[Sakurai 03] がある．また，地方公共団体に関する研究には，[Wakiya 06] 
[Yoshida 09] がある． 
 [Matsushima 01] は，企業の IT 投資評価に業務プロセスの効率や業績に
関する KPI 指標を組み込むことを提案した． 
 [Sakurai 03] は，バランスト・スコアカードを IT 投資評価に活用するこ
とについて考察した． 
 [Wakiya 06] は，電子自治体の評価に関して，成果主義評価のみならず形
成主義評価も実施する必要があることを示した． 









の調達方法に関する研究には，[Shimada 97] [Shimada 99] [Fukui 04] [MIC 
07b] [Tsuda 08] [FEC 13] [Tsuda 13] がある． 
 [Shimada 97] は，地方公共団体と民間企業の情報システムを比較して，
汎用機に偏重した情報システムであること，パッケージソフトウェアの利
用率が低いことなど，地方公共団体の情報システムの問題を指摘した． 
 [Fukui 04] は，国税庁の電子納税システムの事例を調査し，安値受注競
争が競争入札制への重大な脅威であることを示した． 
 [MIC 07b] は，情報システムの効率化に向けた地方公共団体の取組を調
査し，共同アウトソーシング，調達方法の改革などの類型ごとにベストプ
ラクティスを整理した． 
 [Tsuda 13] は，基幹システムの共同化を実施した 10 組織にアンケートを
行い，7 組織が約 30%以上の経費低減を実現していることを明らかにした． 












































内・予約システム」運用経費約 4,642 万円，平成 17 年度の「ま
んまる予約システム」運用経費約 2,418 万円）で導入ができた． 
鹿児島県町村会の取組 






















 効果：システム運用経費の削減（H16 年度 1,116,170 千円，H19

































 特徴：市内の主要 IT ベンダー3 社が共同企業体を形成し，データ
センターも市内に建設し，地元経済の活性化にも配慮した． 



































ては，[Bauer 00] [Economides 08] [Gotoh 09a] [Verdegem 09] [Kubo 10] [Byun 
11] [Papadomichelaki 11] [Chen 12] [Azam 13] [Maiga 13] [Pang 13] [Osman 
14] がある．また，企業の IT ガバナンスを対象とした研究には，[Kadono 05] 
[Kadono 06] [Utashiro 07] がある． 
 [Gotoh 09a] は，e-government の評価モデルを開発し，日本のオンライ
ン国税申告システムを定量的に検証した． 
 [Azam 13] は，パキスタンにおいて e-government サービスの利用を決定
付ける要因を統計的に分析した． 
 [Pang 13] は，アメリカの行政サービスを対象として，オンラインサービ
スを含めたチャネルの選択や切替えが利用者の満足度に与える影響を定
量的に分析した． 




達方法を統計的に分析した研究は少なく，[Fukui 06] [Gotoh 09b] がある． 
 [Fukui 06] は，政府の情報システム調達入札を定量的に分析し，競争入
札における事業者の戦略的行動が少なからぬ経済的損失をもたらしてい
ることを明らかにした． 
 [Gotoh 09b] は，日本の市町村を対象として，自治体 IT ガバナンスが電
子自治体の業績に与える影響を分析するとともに，汎用機システムの割合
と住民 1 人当たり IT 費用の関係などを偏相関分析によって分析した． 
19 
[Gotoh 09b] を詳細に見ていくと，自治体 IT ガバナンスが電子自治体の総合
的な目標達成度に与える影響を重回帰分析によって分析した結果，電子行政の
効率・効果を高めるために役立つと考えられる以下の政策的含意を引き出した． 
電子自治体の効率・効果を高めるための政策的含意 [Gotoh 09b] 
 電子自治体を担当する専門部局を設置し，ヨコ連携を強力に推し
進めながら IT 統制を実質的に機能させることが必要である． 
 電子自治体の業績を高めるためには，組織内の権限と IT に関する












分析の詳細を見ていくと，[Gotoh 09b] は，後述する経費調査 2007を用いて，
一括契約の情報システムの割合，汎用機処理の情報システムの割合，単独開発・
運用の情報システムの割合，随意契約の情報システムの割合を計算した．そし






























































[Layne 01] [Moon 02]
[Andersen 06] [Chircu 08]
[Esteves 08] など
[Shimada 97] [Fukui 04]
[MIC 07b] [FEC 13]
[Tsuda 13] など
有
[Gotoh 09a] [Kubo 10]






















































































































研究には，例えば [Miyazaki 07] [Kamata 13] がある． 
 [Miyazaki 07] は，マルチレベルモデルによって，学校間に有意なばらつ
きが存在することを確認した上で，学校規模や公立か私立かの校種や，生
徒の性別や平均勉強時間が，数学の得点に与える影響を明らかにした． 
 [Kamata 13] は，マルチレベルモデルによって，地域間の変動を考慮し，
子育て環境が個人の出生行動にどのような影響を与えるのかを検証した． 
本研究では，マルチレベルモデルを使って，第 4 章の 17 業務の重回帰モデル
を統計的に統合する．そして，第 5 章では，情報システムの各要因が費用に与
える影響について，17 業務に共通する全体的な傾向を統計的に分析し，電子自



























可能である [Kreft 98]． 
そこで，本研究では，マルチレベルモデルを使って，第 4 章の 17 業務の重回
帰モデルを統計的に統合する．そして，第 5 章では，情報システムの各要因が
費用に与える影響について，17 業務に共通する全体的な傾向を統計的に分析し，





3.1 経費調査 2007 
本論文の分析に用いるデータは，「平成 19 年度市区町村における業務システ






 調査対象：特別区を含む全ての市町村 1814 団体 
 調査内容：市町村の 26 業務システムの費用，システム形態など 
 調査時点：2007 年 9 月 28 日 
※ 地方自治情報センターは，市町村からの修正依頼等に基づき，
経費調査 2007 を不定期に更新している．本論文で用いたデー
タは，2011 年 2 月に地方自治情報センターから取得したデー
タであり，2008 年 11 月 18 日に更新されたデータである． 
 回答数：1799 団体（回答率 99.2%） 
※ 調査票は図 3-1 と図 3-2 のとおりである． 
30 
 
図 3-1 経費調査 2007 の調査票（その 1） 
31 
 
図 3-2 経費調査 2007 の調査票（その 2） 
32 
経費調査 2007 では，市町村の情報システムを細分化して，表 3-1 に示す 26
業務システムを対象として，その費用やソフトウェア開発方法，運用方法など
を調査した．8 年前のデータだが，これ以降は同様の調査がなく最新のデータで
あることから，経費調査 2007 を分析して知見を得ることは重要である． 
表 3-1 経費調査 2007 の業務システム 
 
業務 主な事務 サブ事務1 サブ事務2 サブ事務3 サブ事務4 サブ事務5 略称
住民情報関連 住民記録 印鑑登録 外国人登録 1住民
税業務 *2 個人住民税 法人住民税 軽自動車税 固定資産税 宛名管理 収納滞納
戸籍 戸籍 戸籍の附票 除籍 改製原戸籍 2戸籍
選挙投票 期日前投票 不在者投票 当日投票 入場券発行 選挙人名簿 3選挙
自動交付機 *3 住民票の写し 印鑑証明書 税証明 戸籍証明 外国人記載事項証明
国保・年金 国保資格管理 国民年金 医療給付 保険料収納 老人保健 4国保
福祉業務 児童福祉 障害者福祉 高齢福祉 生活保護 5福祉
保健業務 成人健診 母子健診 予防接種 6保健
介護保険 介護保険資格管理 要介護認定 給付 保険料収納 7介護
医療費助成 乳幼児 ひとり親 重度障害者 老人医療費助成 8医療
学齢簿 *2 学齢簿 就学奨励 奨学金
財務会計 予算執行 予算編成 決算 契約管理 物品管理 行政評価 9財務
庶務事務 *2 勤怠管理 出張・旅費 手当等申請
人事給与 給与計算 人事管理 10給与
文書管理 文書管理 電子決裁 11文書
土木積算 土木積算 建築積算 12土木
公有財産管理 *2 公有財産管理
統合型GIS *2 統合型GIS
公営住宅管理 契約管理 住宅管理 収入調査管理 使用料計算 使用料収納管理 13住宅
図書館 蔵書管理 検索 貸出予約 貸出返却 利用者管理 14図書
グループウェア 電子メール 掲示板 ファイル共有 予定管理 会議室等予約 職員ポータル 15グル
電子申請 申請受付 公文書交付 16申請
電子申告 *1 申告受付 審査結果通知 納付通知
施設予約 予約受付 施設情報管理 施設情報提供 使用料納付管理 17施設
電子調達 *2 工事入札 物品入札 事業者管理 案件管理
システム間連携 *1 統合データベース EAI ワークフロー Webサービス
網掛部分は分析対象外の業務 （後述）; *1 データ数が回帰係数の数より少ない業務. 





年 4 月には 527 だったが [MIC 07c]，2012 年 4 月には 856 となり [MIC 13]，
5 年で 329 増えた．この差は 2012 年 4 月の全市区町村数 1742 の約 20%を占め
ている． 
しかし，2013 年の時点でも 10%以上の市町村がメインフレームを使用してい
たことを踏まえると [MIC 14b]，今でも Web システム以外のクライアントサー
バシステムが多く残っていると考えられるため，電子自治体の環境が一変した












なお，経費調査 2007 の業務システムは，市町村の 26 業務に利用する情報シ
ステムであり，稼動開始時期，ソフトウェア開発方法など，費用以外の内容が
異なる複数の情報システムによって構成される場合もある．この場合，経費調


















経費調査 2007 の課題をまとめると以下のとおりである． 








3.2 給与調査 2007 




研究では，経費調査 2007 の時期と合わせて，2007 年 4 月 1 日時点の地方公務




 調査時点：2007 年 4 月 1 日 
 調査対象：全ての市区町村（1827 団体） 














































全ての市町村が 1 であるダミー変数など，標準偏差 0 の説明変数がある場合に
は，この説明変数を除いて分析を行う． 
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市町村 LNpopulation (β 1 ) 市町村の人口（単位: 人）の自然対数値
Ssalary (β 2 ) 市町村の全職種の平均給与月額（単位: 千円）を標準化した値
* 給与調査2007
Dtown (β 3 ) 町村=1; 市=0.
利用期間 LNperiod (β 4 ) 情報システムの利用期間（単位: 月）の自然対数値
Fratio (β 5 ) 2008年度以後の利用期間が利用期間全体に占める割合
Dmerge1 (β 6 ) 市町村合併前に情報システムが稼働を開始した.
Dmerge2 (β 7 ) 市町村合併以後1年以内に情報システムが稼働を開始した.
事務 Dsubactivity1~5 (β 8~12 ) 情報システムをサブ事務1~5に利用する.
Dactivityetc. (β 13 ) 情報システムを主な事務・サブ事務1~5以外の事務に利用する.
費用構成 Dcost1 (β 14 ) 構築費に他の情報システムと共用するネットワークや端末の調達費を含む.
Dcost2 (β 15 ) 構築費に紙帳票の電子化費用を含む.
Dcost3 (β 16 ) 構築費に計画・仕様策定支援費, 運用保守費の一部その他の費用を含む.
Dcost4 (β 17 ) 運用保守費に共同利用, 広域連合への業務委託等の負担金を含む.
Dcost5 (β 18 ) 運用保守費に住民向けコールセンター等の運営費を含む.
Dcost6 (β 19 ) 運用保守費にパンチ入力や大量印刷等の委託費を含む.
Dcost7 (β 20 ) 運用保守費に給与計算, 庶務事務等の大部分を委託する費用を含む.
Dcost8 (β 21 ) 運用保守費に構築費の一部その他の費用を含む.
構築事業者 * 構築市町村数が10未満の全ての構築事業者を基準としたダミー変数
Dbuilder1~8 (β 22~29 ) 構築事業者1~8
システム形態 * Webシステム以外のクライアントサーバシステムを基準としたダミー変数
Dmainframe (β 30 ) 汎用機システム
Dweb (β 31 ) Webシステム
Dstandalone (β 32 ) スタンドアローンシステム
ソフトウェア開発方法 * カスタマイズしたパッケージの利用を基準としたダミー変数
Dmadetoorder (β 33 ) パッケージを利用しないソフトウェアの委託開発
Dnoncustomize (β 34 ) ノンカスタマイズのパッケージの利用
運用方法 * 自治体施設にサーバを設置する委託運用を基準としたダミー変数
Dselfoperation (β 35 ) 自治体施設にサーバを設置する職員運用
Ddatacenter (β 36 ) 事業者施設にサーバを設置する委託運用
共同化 * 単独で構築, 運用保守をすることを基準としたダミー変数
Djointoperation (β 37 ) 単独で構築して, 共同で運用保守をする.
Djointbuild (β 38 ) 共同で構築して, 単独で運用保守をする.
Djointoutsourcing (β 39 ) 共同アウトソーシング（共同で構築, 運用保守をすること）
契約方法 * 総合競争を基準としたダミー変数
Ddiscretionary (β 40 ) 随意契約
Dpricetender (β 41 ) 価格入札




重回帰分析のモデルを (4-1) に示す．ここで，Yiは市町村 i の LNcost，βkは
変数 k の回帰係数である．Model j は業務 j のモデルであり，それぞれの業務に
ついて別々に回帰分析を行うため，各業務に対応した 17 の重回帰モデルが求め
られる． 
Model j (j = 1, 2, 3 ⋯ 17):  





本分析では重回帰分析の変数が 42 にも上ることから，表 4-1 に示す重回帰分
析の変数を俯瞰するため，受益，事務，資源の視点で重回帰分析の変数を整理
した上で，目的と手段の関係を明らかにしたものを図 4-1 に示す． 
 






トカム，アウトプット，インプットの区分 [Hatry 99] を参考にしており，目的












また，経費調査 2007 の 26 業務から以下の 9 業務を除き，17 業務を本研究の
分析対象とする．これらの 9 業務を分析対象から外す理由についても 4.2.3(2)
（p.55~）で詳しく説明する． 
 データ数が回帰係数の数より少ない 2 業務 
 Variance Inflation Factor の最大値が 10 以上である 6 業務 






数値（LNcost）である．cost は，図 4-2 に示すように 1 月当たりの構築費と 1
月当たりの運用保守費を合計した値である． 
 
図 4-2 情報システムの 1 月当たりの費用（cost） 
重回帰分析の被説明変数として，cost ではなく，自然対数値（LNcost）を使
う理由は，cost の歪みが大きいからである．重回帰分析の被説明変数 LNcost





















お，経費調査 2007 では，「合算期間」を，稼動開始時期から 2007 年度末まで
の期間のうち，資料が現存する範囲で遡った期間と定めている．また，「運用保
守費総額」を，合算期間中の運用費，保守費の総額と定めている．費用に関す
る経費調査 2007 の定義をまとめると以下のとおりである． 
費用に関する定義 













 1 月当たりの運用保守費：運用保守費総額÷合算期間 
 運用保守費総額：合算期間の運用保守費の総額  





以下，3 点について補足する．まず，経費調査 2007 では，情報システムの費
用を表 4-2 のとおり構築費と運用保守費に区分している． 








また，分析対象の 17 業務システム延べ 5,723 市町村について，cost 全体に占
める構築費の割合を利用期間ごとに示すと表 4-3 のとおりであり，利用期間ご
との構築費の割合に極端な偏りはないことが確認できる．このため，本分析で


























の 1 つにすぎず，市町村の選択によるバイアスの影響を受ける可能性がある． 















*2 列内の数字は, 費用分析の対象である17業務システムの市町村の延べ数. 
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4.2.2 説明変数 







 Ssalary：給与調査 2007 のうち，市町村の全職種の平均給与月額（単位：
千円）を標準化した値 





 Fratio：2008 年度以後の利用期間が利用期間全体に占める割合 
 Dmerge1：市町村合併前に情報システムの稼動を開始した場合に 1，それ
以外の場合に 0 を与えるダミー変数 
 Dmerge2：市町村合併以後 1 年以内に情報システムの稼動を開始した場





変数である．業務ごとに，主な事務と最大 5 つのサブ事務（表 3-1，p.32）を設
定する． 
 Dsubactivity1~5：情報システムをサブ事務 1~5 に利用する場合に 1，利
用しない場合に 0 を与えるダミー変数 
 Dactivityetc.：情報システムを主な事務とサブ事務 1~5 以外の事務にも利




達費を含む場合に 1，含まない場合に 0 を与えるダミー変数 
 Dcost2：構築費に紙帳票の電子化費用を含む場合に 1，含まない場合に 0
を与えるダミー変数 
 Dcost3：構築費に計画・仕様策定支援費，運用保守費の一部などを含む
場合に 1，含まない場合に 0 を与えるダミー変数 
 Dcost4：運用保守費に共同利用，広域連合への業務委託等に関する負担
金を含む場合に 1，含まない場合に 0 を与えるダミー変数 
 Dcost5：運用保守費に住民向けコールセンター等の運営費を含む場合に 1，
含まない場合に 0 を与えるダミー変数 
 Dcost6：運用保守費にパンチ入力や大量印刷等の委託費を含む場合に 1，
含まない場合に 0 を与えるダミー変数 
 Dcost7：運用保守費に給与計算，庶務事務等の大部分を委託する費用を










 Dbuilder1~8：構築事業者 1~8 に 1，その他の構築事業者に 0 を与えるダ
ミー変数 
分析対象の 17 業務について，情報システムの構築市町村数が 10 以上である




た，地方自治情報センターの担当者に E-mail で確認した結果，経費調査 2007
において，A~D や E0~E6 で始まる事業者は，A~D や E0~E6 のグループに属
する事業者であることが判明した．例えば，A11 はグループ A に属する事業者
















 Dmainframe：汎用機システムに 1，その他のシステム形態に 0 を与える
ダミー変数 










その他の開発方法に 0 を与えるダミー変数 
 Dnoncustomize：ノンカスタマイズのパッケージに 1，その他の開発方法









用する場合に 1，その他の運用方法である場合に 0 を与えるダミー変数 
 Ddatacenter：事業者施設にサーバを設置して委託運用する場合に 1，そ






の場合に 0 を与えるダミー変数 
 Djointbuild：共同で構築して単独で運用保守をする場合に 1，その他の場
合に 0 を与えるダミー変数 
 Djointoutsourcing：共同アウトソーシング（共同で構築，運用保守をす




 Ddiscretionary：随意契約に 1，その他の契約方法に 0 を与えるダミー変
数 
 Dpricetender：価格入札に 1，その他の契約方法に 0 を与えるダミー変数 
なお，共同化と契約方法については，共同アウトソーシングとそれ以外の場
合で契約方法の前提が異なるとも限らない．そこで，後述する分析対象の 17 業




















随意契約 総合競争 価格入札 計
共同化
単独で構築, 運用保守. 3050 1533 520 5103
単独で構築して, 共同で運用保守. 27 9 4 40
共同で構築して, 単独で運用保守. 111 27 12 150
共同アウトソーシング 199 197 34 430

















































に E-mail で確認したところ，T21 は事業者不明であり，X99 は事業者なしであ




















具体的には，上側と下側の 4 分位値の差を 4 分位差，4 分位値から 4 分位差
の 1.5 倍だけ外側の点を内堀と定義し [Yoshizawa 92]，内堀から外側のデータ





図 4-4 外れ値 [Yoshizawa 92] 






 情報システムの 1 月当たりの費用（cost） 
 人口 1 人当たり 1 月当たりの費用（cost ÷ population） 
 利用期間中の費用総額（cost × period） 
 人口 1 人当たりの費用（cost × period ÷ population） 
(2) 業務 
多重共線性の問題などを避けるため，経費調査 2007 の 26 業務から以下の 9
業務を除き，17 業務を本研究の分析対象とする．これらの業務を対象にしない
理由は以下 a~c のとおりである． 
 データ数が回帰係数の数より少ない 2 業務 
 Variance Inflation Factor（VIF）の最大値が 10 以上である 6 業務 












なるなど，個別係数の推定が困難になることであり [Asano 09]，VIF が 10 以
上の場合に多重共線性の問題があると判断される [Chatterjee 12]．このため，








1 住民情報関連 246 11 235 34
税業務 232 4 228 35
2 戸籍 766 32 734 39
3 選挙投票 147 10 137 35
自動交付機 89 4 85 34
4 国保・年金 194 6 188 35
5 福祉業務 232 9 223 34
6 保健業務 312 23 289 33
7 介護保険 533 21 512 36
8 医療費助成 195 7 188 34
学齢簿 76 4 72 30
9 財務会計 514 34 480 37
庶務事務 30 1 29 25
10 人事給与 502 43 459 35
11 文書管理 184 15 169 27
12 土木積算 571 29 542 36
公有財産管理 101 1 100 27
統合型GIS 159 4 155 29
13 公営住宅管理 185 6 179 34
14 図書館 617 44 573 37
15 グループウェア 522 5 517 39
16 電子申請 169 24 145 30
電子申告 14 1 13 16
17 施設予約 167 14 153 30
電子調達 94 12 82 32




a の 2 業務を除く 24 業務システムについて，VIF の最大値は表 4-6 のとおり




表 4-6 VIF の最大値 
 
c 重回帰モデルの F検定 
重回帰モデルの F 検定の結果は表 4-7 に示すとおりであり，自動交付システ
ムについては重回帰モデルが有意ではない．このため，自動交付システムを分
析対象から外す．これらの結果，本研究の分析対象は 17 業務である． 
業務 VIF 業務 VIF
1 住民情報関連 3.5404 庶務事務 Inf
税業務 Inf 10 人事給与 3.5409
2 戸籍 6.0935 11 文書管理 4.0062
3 選挙投票 4.8144 12 土木積算 3.2690
自動交付機 7.9731 公有財産管理 Inf
4 国保・年金 3.1122 統合型GIS Inf
5 福祉業務 4.2938 13 公営住宅管理 3.9207
6 保健業務 4.4420 14 図書館 3.3752
7 介護保険 3.2238 15 グループウェア 3.0771
8 医療費助成 3.5059 16 電子申請 4.9199
学齢簿 12.5275 17 施設予約 5.5489







以下であり，自由度修正済み決定係数は 0.2151 以上 0.6807 以下であり標準誤
差は 0.5256 以上 1.1516 以下である．そして，F 検定の結果，自動交付システ
ムを除く 17 業務システムの重回帰モデルは有意である． 
表 4-7 重回帰分析の決定係数 
 
n 標準誤差 R 2 Adjusted R 2 F検定 F-value p
1 住民情報関連 235 0.76555 0.58736 0.51721 F(34,200) 8.37303 ***
2 戸籍 734 0.60024 0.59080 0.56781 F(39,694) 25.69240 ***
3 選挙投票 137 0.59148 0.62744 0.49833 F(35,101) 4.85986 ***
自動交付機 0.74097 0.48845 0.14060 F(34,50) 1.40419
4 国保・年金 188 0.92132 0.55212 0.44899 F(35,152) 5.35366 ***
5 福祉業務 223 0.73350 0.69589 0.64089 F(34,188) 12.65300 ***
6 保健業務 289 0.65167 0.54070 0.48126 F(33,255) 9.09681 ***
7 介護保険 512 0.59168 0.61769 0.58871 F(36,475) 21.31769 ***
8 医療費助成 188 0.84220 0.51604 0.40850 F(34,153) 4.79836 ***
9 財務会計 480 0.58377 0.52072 0.48059 F(37,442) 12.97861 ***
10 人事給与 459 0.56646 0.61423 0.58231 F(35,423) 19.24323 ***
11 文書管理 169 0.75438 0.60931 0.53450 F(27,141) 8.14447 ***
12 土木積算 542 0.71272 0.31940 0.27088 F(36,505) 6.58303 ***
13 公営住宅管理 179 0.52561 0.62386 0.53505 F(34,144) 7.02457 ***
14 図書館 573 0.58529 0.55512 0.52435 F(37,535) 18.04249 ***
15 グループウェア 517 1.15156 0.27440 0.21507 F(39,477) 4.62528 ***
16 電子申請 145 0.53053 0.73793 0.66897 F(30,114) 10.70018 ***
17 施設予約 153 0.64817 0.74369 0.68067 F(30,122) 11.79969 ***








図 4-5 重回帰分析の残差 
  
 1  2  3  4  5
 6  7  8  9 10






































図 4-6 重回帰分析の予測値と残差 2 乗 
それぞれの業務において各要因が費用に与える影響を確認するため，17 業務
の回帰係数について正負の符号と t 検定の p 値で整理したものを表 4-8 に示す．
例えば，17 施設予約システムと共同アウトソーシングに関する説明変数
Djointoutsourcing について表 4-7 と表 4-8 を見ていくと，まず，表 4-7 により
17 施設予約システムのデータ数は 153 市町村であることや，F 検定の結果，重
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LNpopulation 市町村の人口の自然対数値 0 17
Ssalary 市町村の全職種の平均給与月額を標準化した値 0 4
Dtown 町村=1; 市=0. 5 0
LNperiod 情報システムの利用期間の自然対数値 16 0
Fratio 2008年度以後の利用期間が利用期間全体に占める割合 5 0
Dmerge1 市町村合併前に情報システムが稼働を開始した. 1 2
Dmerge2 市町村合併以後1年以内に情報システムが稼働を開始した. 0 3
Dsubactivity1 情報システムをサブ事務1に利用する. 0 5
Dsubactivity2 情報システムをサブ事務2に利用する. 0 3
Dsubactivity3 情報システムをサブ事務3に利用する. 0 1
Dsubactivity4 情報システムをサブ事務4に利用する. 0 0
Dsubactivity5 情報システムをサブ事務5に利用する. 0 0
Dactivityetc. 情報システムを主な事務・サブ事務以外の事務に利用する. 0 1
Dcost1 構築費に共用する端末の調達費等を含む. 0 4
Dcost2 構築費に紙帳票の電子化費用を含む. 3 1
Dcost3 構築費に運用保守費の一部その他の費用を含む. 0 1
Dcost4 運用保守費に共同利用等の負担金を含む. 0 3
Dcost5 運用保守費にコールセンター等の運営費を含む. 0 0
Dcost6 運用保守費にパンチ入力等の委託費を含む. 0 1
Dcost7 運用保守費に給与計算等の大部分を委託する費用を含む. 0 0
Dcost8 運用保守費に構築費の一部その他の費用を含む. 1 0
Dbuilder1 構築事業者1 1 1
Dbuilder2 構築事業者2 0 4
Dbuilder3 構築事業者3 0 5
Dbuilder4 構築事業者4 2 1
Dbuilder5 構築事業者5 2 1
Dbuilder6 構築事業者6 1 1
Dbuilder7 構築事業者7 0 0
Dbuilder8 構築事業者8 0 0
Dmainframe 汎用機システム 3 0
Dweb Webシステム 2 2
Dstandalone スタンドアローンシステム 5 0
Dmadetoorder パッケージを利用しないソフトウェアの委託開発 4 0
Dnoncustomize ノンカスタマイズのパッケージの利用 2 0
Dselfoperation 自治体施設にサーバを設置する職員運用 2 0
Ddatacenter 事業者施設にサーバを設置する委託運用 3 0
Djointoperation 単独で構築して, 共同で運用保守をする. 0 1
Djointbuild 共同で構築して, 単独で運用保守をする. 4 0
Djointoutsourcing 共同アウトソーシング（共同で構築, 運用保守をすること） 3 0
Ddiscretionary 随意契約 2 1
Dpricetender 価格入札 2 0
表内の数字は業務の数; 説明変数が標準偏差0の業務がある場合, 各行の合計は17にならない.

















































である LNpopulation と LNperiod によって，外れ値を除くことによる影響を確




係数は 0 以上 1 以下であると想定される． 
LNpopulationの回帰係数は表 4-9のとおりである．17業務の全てについて，
LNpopulation の回帰係数は有意であり，0.2258 以上 0.8120 以下であった．ま
た，外れ値を含むデータに関しても，17 業務のうち 16 業務について，
LNpopulation の回帰係数は有意であり，0.1893 以上 0.5684 以下であった． 
つまり，外れ値を除く場合と外れ値を含む場合のいずれに関しても，回帰係









弾力性は 0 以上 1 以下であると想定される．したがって，利用期間 1 月当たり
の情報システム費用（cost）の期間弾力性を示す LNperiod の回帰係数は-1 以上
0 以下であると想定される． 
LNperiod の回帰係数は表 4-10 のとおりである．17 業務のうち 16 業務につ
いて，LNperiod の回帰係数は有意であり，-0.7663 以上-0.3364 以下であった．
また，外れ値を含むデータに関しても，17 業務のうち 16 業務について，
外れ値を除く. 外れ値を含む.
β t-value p β t-value p
1 住民情報関連 0.42045 5.61709 *** 0.36154 4.66121 ***
2 戸籍 0.33303 9.15488 *** 0.28139 6.33230 ***
3 選挙投票 0.33033 3.20632 ** 0.17945 1.73159
4 国保・年金 0.38663 4.11052 *** 0.30310 3.05561 **
5 福祉業務 0.42512 5.11739 *** 0.44786 4.93185 ***
6 保健業務 0.30362 4.37981 *** 0.25177 2.93251 **
7 介護保険 0.38446 9.47708 *** 0.27412 5.95902 ***
8 医療費助成 0.33665 2.90129 ** 0.30080 2.39901 *
9 財務会計 0.37135 8.61163 *** 0.39852 7.49827 ***
10 人事給与 0.34955 7.69365 *** 0.29133 5.21210 ***
11 文書管理 0.36083 3.41109 *** 0.29380 2.28572 *
12 土木積算 0.22578 4.45611 *** 0.23611 4.61076 ***
13 公営住宅管理 0.23572 3.12201 ** 0.18931 2.12770 *
14 図書館 0.48995 10.26926 *** 0.47016 8.31282 ***
15 グループウェア 0.30333 3.90479 *** 0.27263 3.47250 ***
16 電子申請 0.56282 6.11698 *** 0.43536 3.19076 **
17 施設予約 0.81196 6.30562 *** 0.56839 3.57182 ***
p P-value; *** p<0.001; ** p<0.01; * p<0.05.
業務
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LNperiod の回帰係数は有意であり-0.8225 以上-0.3196 以下であった． 
つまり，外れ値を除く場合と外れ値を含む場合のいずれに関しても，回帰係
数が有意でない業務を除いて，LNperiodの回帰係数は全て-1以上0以下である．
LNperiod の回帰係数は 1 月当たりの情報システム費用（cost）の期間弾力性を




表 4-10 LNperiod の回帰係数 
 
外れ値を除く. 外れ値を含む.
β t-value p β t-value p
1 住民情報関連 -0.46463 -4.59740 *** -0.51344 -4.56496 ***
2 戸籍 -0.76625 -14.14472 *** -0.76484 -11.90925 ***
3 選挙投票 -0.59673 -5.43991 *** -0.54410 -4.60704 ***
4 国保・年金 -0.34730 -2.44200 * -0.45649 -3.06740 **
5 福祉業務 -0.72389 -6.79374 *** -0.80035 -6.87611 ***
6 保健業務 -0.38327 -4.42723 *** -0.34334 -3.38053 ***
7 介護保険 -0.33636 -5.75905 *** -0.31962 -4.55708 ***
8 医療費助成 -0.58303 -4.40660 *** -0.56733 -4.06926 ***
9 財務会計 -0.50471 -7.03224 *** -0.41499 -4.99219 ***
10 人事給与 -0.42677 -6.57341 *** -0.47858 -5.96867 ***
11 文書管理 -0.59433 -3.78152 *** -0.82251 -3.83656 ***
12 土木積算 -0.07137 -1.09459 0.01588 0.24492
13 公営住宅管理 -0.75939 -8.03597 *** -0.76383 -6.90680 ***
14 図書館 -0.50425 -9.05964 *** -0.43691 -6.84756 ***
15 グループウェア -0.41756 -3.11655 ** -0.42846 -3.14411 **
16 電子申請 -0.61038 -4.02207 *** -0.55249 -2.41426 *
17 施設予約 -0.41706 -2.50457 * -0.52561 -2.40682 *













LNpopulation 外れ値を除く. 0 17 00.2258以上00.8120以下.
外れ値を含む. 0 16 00.1893以上00.5684以下.
LNperiod 外れ値を除く. 16 0 -0.7663以上-0.3364以下.
外れ値を含む. 16 0 -0.8225以上-0.3196以下.

















通説に関して，回帰係数が有意であった業務は 9 業務にとどまるため，第 5 章
において全ての業務に共通する費用効果も分析する．分析結果の詳細を以下に
示す． 







































態に 0 を与えるダミー変数である．Dmainframe の回帰係数は表 4-13 のとおり




表 4-13 Dmainframe の回帰係数 
 
  
業務 β t-value p
1 住民情報関連 0.16194 1.00977
2 戸籍 -0.41853 -2.58043 *
3 選挙投票 0.42991 1.39190
4 国保・年金 -0.29101 -1.39585
5 福祉業務 0.21332 0.97605
6 保健業務 -0.15354 -0.73169
7 介護保険 -0.28655 -2.30322 *
8 医療費助成 0.20297 0.69225
9 財務会計 -0.28771 -1.91995
10 人事給与 -0.24522 -1.70942
11 文書管理 - -
12 土木積算 -0.42613 -1.98857 *
13 公営住宅管理 0.39050 1.33742
14 図書館 0.04751 0.20745
15 グループウェア -0.43134 -0.86835
16 電子申請 0.37229 0.56635
17 施設予約 1.13563 1.56966











表 4-14 Dmadetoorder の回帰係数 
 
  
業務 β t-value p
1 住民情報関連 -0.16103 -1.18042
2 戸籍 -0.05613 -0.71755
3 選挙投票 0.09511 0.59093
4 国保・年金 0.05101 0.27899
5 福祉業務 -0.29644 -1.87806
6 保健業務 -0.26781 -2.50497 *
7 介護保険 -0.31479 -3.30330 **
8 医療費助成 -0.21567 -1.24055
9 財務会計 -0.20744 -2.10066 *
10 人事給与 0.01689 0.19340
11 文書管理 -0.44576 -1.91718
12 土木積算 0.06367 0.66456
13 公営住宅管理 -0.12271 -0.88349
14 図書館 -0.03338 -0.29871
15 グループウェア -0.57101 -2.65690 **
16 電子申請 0.02044 0.15746
17 施設予約 -0.08773 -0.42179





ジに 1，その他の開発方法に 0 を与えるダミー変数である．Dnoncustomize の




表 4-15 Dnoncustomize の回帰係数 
 
  
業務 β t-value p
1 住民情報関連 -0.05580 -0.28522
2 戸籍 0.06230 1.25001
3 選挙投票 -0.01547 -0.10383
4 国保・年金 -0.28269 -1.03105
5 福祉業務 -0.20521 -1.10155
6 保健業務 -0.09908 -0.75310
7 介護保険 0.01746 0.20264
8 医療費助成 0.01139 0.04685
9 財務会計 -0.00816 -0.08817
10 人事給与 0.03597 0.43787
11 文書管理 -0.02338 -0.13350
12 土木積算 -0.04360 -0.60591
13 公営住宅管理 -0.15429 -1.32426
14 図書館 -0.04619 -0.80807
15 グループウェア -0.29865 -2.71669 **
16 電子申請 -0.12571 -0.24457
17 施設予約 -0.53836 -2.64807 **





用保守）に 1，その他である場合に 0 を与えるダミー変数である．





表 4-16 Djointoutsourcing の回帰係数 
 
  
業務 β t-value p
1 住民情報関連 -0.35734 -1.34386
2 戸籍 -0.35742 -1.69478
3 選挙投票 -0.57430 -0.98227
4 国保・年金 -0.30493 -0.83066
5 福祉業務 -0.03640 -0.10045
6 保健業務 0.27287 0.69928
7 介護保険 -0.11458 -0.89695
8 医療費助成 -0.01654 -0.05224
9 財務会計 -0.22385 -1.05033
10 人事給与 -0.12482 -0.62044
11 文書管理 -0.07856 -0.18739
12 土木積算 0.07471 0.67052
13 公営住宅管理 -0.28892 -0.62734
14 図書館 0.05967 0.23336
15 グループウェア -1.49172 -2.85382 **
16 電子申請 -1.79709 -2.67044 **
17 施設予約 -0.51113 -2.07032 *




変数であり，随意契約である場合に 1，その他の契約方法である場合に 0 を与え
るダミー変数である．Ddiscretionary の回帰係数は表 4-17 のとおりであり，有
意である 3 業務システムのうち，1 住民情報関連システムの回帰係数は正であり，




表 4-17 Ddiscretionary の回帰係数 
 
  
業務 β t-value p
1 住民情報関連 0.34369 2.54173 *
2 戸籍 -0.14124 -2.83362 **
3 選挙投票 -0.01520 -0.09759
4 国保・年金 0.11092 0.59859
5 福祉業務 0.08666 0.65488
6 保健業務 -0.14392 -1.58182
7 介護保険 -0.04659 -0.68565
8 医療費助成 -0.09452 -0.54783
9 財務会計 0.00893 0.14359
10 人事給与 -0.11438 -1.79000
11 文書管理 -0.15344 -1.13327
12 土木積算 0.13057 1.17913
13 公営住宅管理 -0.16308 -1.44008
14 図書館 -0.02998 -0.49808
15 グループウェア -0.39562 -3.32216 ***
16 電子申請 0.21511 1.11517
17 施設予約 0.09115 0.62619























Ssalary 市町村職員の平均給与月額を標準化した値 0 4
Dtown 町村=1; 市=0. 5 0
Dstandalone スタンドアローンシステム 5 0
Ddatacenter 事業者施設にサーバを設置する委託運用 3 0
Dpricetender 価格入札 2 0






















Dweb Webシステム 2 2
Ddiscretionary 随意契約 2 1












りに 4.3 節の費用分析の結果を考察する． 
ヒアリング調査の概要 
 調査時期：2012 年 3 月 
 調査内容：重回帰分析の結果に関する実態を対面で聞き取り 
 調査対象：市町村の情報システムの主要な構築事業者 3 社 
なお，分析対象の 17 業務システム延べ 5,723 市町村のうち，表 4-20 に示す
















A社 91 998 565 128 1782
B社 53 441 158 40 692
C社 17 481 133 37 668
計 161 1920 856 205 3142
調査対象外 98 1655 593 235 2581





























































































































































































































LNcost のヒストグラムは図 5-1 に示すとおりであり，Lncost の分布は単峰であ
る． 
 
図 5-1 全ての業務の LNcost 
 
84 
次にマルチレベルモデルを (5-1) に示す．ここで，Yijは業務 j の市町村 i の
LNcost，βkjは業務 j の変数 k の係数である．Model l は変数 l のモデルであり，
各変数に対応した 41 のマルチレベルモデルが求められる．Model l の γl0は変数
l の固定効果，つまり費用効果の全体的な傾向を示す．Xlij については，業務間
の変動を除くため，業務ごとの平均による中心化を施した X[CWC]lij を使う 
[Toyoda 09] [Shimizu 14]．u0j，ulj，rijはランダム効果と呼ばれ，u0jの分散は
業務間の切片の変動を，ulj の分散は業務間の変数 l の傾きの変動を，rij の分散
は業務内の変動を示す．なお，マルチレベルモデルの母数推定法には制限付き
最尤推定法を用いる．また，分析には統計ソフトウェア R の nlme パッケージ
を使用する． 
Model l (l = 1, 2, 3 ⋯ 41):  
Level 1:  






Level 2:  
𝛽0𝑗 = 𝛾00 + 𝑢0𝑗 
 𝛽l𝑗 = 𝛾l0 + 𝑢l𝑗 
(5-1) 
第4章のモデルは以下 (4-1) のとおりである．ここで，Yiは市町村 iのLNcost，
βkは変数 k の回帰係数である．Model j は業務 j のモデルであり，それぞれの業







Model j (j = 1, 2, 3 ⋯ 17):  
















は 0.28384 である．この値は 0.1 以上であり，中程度以上の効果量 [Hox 10] 
[Yamada 15] を持つことから，経費調査 2007 のデータには階層性が認められ
る [Shimizu 14]． 
Level 1:  
Yij = β0j + rij 
Level 2:  
𝛽0𝑗 = 𝛾00 + 𝑢0𝑗 
(5-3) 
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があるため，次善の策として (5-1) を採用した． 
Level 1:  




Level 2:  
𝛽0𝑗 = 𝛾00 + 𝑢0𝑗 
 𝛽l𝑗 = 𝛾l0 + 𝑢l𝑗 (l = 1, 2, 3 ⋯ 41) 
(5-4) 
固定効果 係数 t-value p
Intercept (γ 00 ) 5.54077 36.89071 ***
ランダム効果 標準偏差 分散 級内相関係数
Intercept (u0j ) 0.61617 0.37966
Residual (r i j ) 0.97873 0.95792














(u l j )
Residual
(r i j )
市町村
LNpopulation 0.36425 16.74746 *** 0.95536 0.05547 0.70968
利用期間
LNperiod -0.49424 -10.51902 *** 0.80065 0.16282 0.70959
システム形態
Dmainframe -0.10687 -1.46451 1.03060 0.17421 0.70956
Dweb -0.02024 -0.45009 1.08088 0.11927 0.70943
Dstandalone -0.31103 -4.58569 *** 1.01745 0.12669 0.70997
ソフトウェア開発方法
Dmadetoorder -0.14149 -3.06797 ** 1.00137 0.12914 0.70951
Dnoncustomize -0.07977 -2.14390 * 0.99744 0.08781 0.70931
運用方法
Dselfoperation -0.06934 -1.93087 1.01603 0.10745 0.70933
Ddatacenter -0.16334 -2.46843 * 0.98766 0.16291 0.70969
共同化
Djointoperation -0.00467 -0.02834 1.10167 0.35446 0.70943
Djointbuild -0.29989 -3.04028 ** 1.01706 0.25510 0.70960
Djointoutsourcing -0.23426 -2.59079 ** 1.01089 0.22723 0.70992
契約方法
Dlimitedtender -0.03432 -0.78914 0.96344 0.13788 0.70947
Dpricetender -0.07878 -2.06129 * 0.99742 0.00028 0.70944





表 5-2 において，固定効果 γl0は全ての業務に共通する費用効果，つまり費用
効果の全体的な効果を示し，ランダム効果 uljは費用効果に関する業務間の変動
を示す．表 5-2 で uljの推定結果を見ていくと，Dpricetender など，uljの標準偏
差が極めて 0 に近い変数がいくつか見られる．このため，変数 l の費用効果に業
務間の違いを考えない，つまり (5-1) において ulj = 0 としたマルチレベルモデ
ル (5-5) も分析する．(5-5) の分析結果を表 5-3 に示す． 
Model l (l = 1, 2, 3 ⋯ 41):  
Level 1:  






Level 2:  
𝛽0𝑗 = 𝛾00 + 𝑢0𝑗 
(5-5) 
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(r i j )
市町村
LNpopulation 0.35826 22.57060 *** 0.97502 0.71044
利用期間
LNperiod -0.46750 -20.98296 *** 0.78184 0.71416
システム形態
Dmainframe -0.13236 -2.43437 * 0.99270 0.71020
Dweb -0.01720 -0.56487 1.09814 0.71048
Dstandalone -0.28067 -6.08815 *** 1.01692 0.71030
ソフトウェア開発方法
Dmadetoorder -0.13551 -4.22637 *** 0.99035 0.71056
Dnoncustomize -0.06760 -2.58535 ** 0.97080 0.71022
運用方法
Dselfoperation -0.06123 -2.89864 ** 1.02305 0.71128
Ddatacenter -0.16208 -3.26661 ** 1.01505 0.71033
共同化
Djointoperation 0.05491 0.45225 1.00153 0.70985
Djointbuild -0.20611 -3.20572 ** 1.01430 0.71046
Djointoutsourcing -0.16156 -2.66714 ** 1.08297 0.71069
契約方法
Dlimitedtender -0.07263 -3.02016 ** 0.97368 0.71156
Dpricetender -0.07878 -2.06130 * 0.99742 0.70944






そして，変数ごとに (5-1) と (5-5) のうち AIC が小さいモデルを選択する．
(5-1) と (5-5) の AIC は表 5-4 に示すとおりである．変数ごとに AIC が小さい
モデルを選択し，選択されたモデルの固定効果 γl0について，表 5-2 と表 5-3 を
参照した結果，表 5-4 に示す費用効果の全体的な傾向が求められた． 







model γ l0 t-value p
市町村
LNpopulation 14030.97 14031.40 (5-1) 0.36425 16.74746 ***
利用期間
LNperiod 14056.29 14097.07 (5-1) -0.49424 -10.51902 ***
システム形態
Dmainframe 14078.25 14077.86 (5-5) -0.13236 -2.43437 *
Dweb 14061.20 14063.53 (5-1) -0.02024 -0.45009
Dstandalone 14089.10 14085.78 (5-5) -0.28067 -6.08815 ***
ソフトウェア開発方法
Dmadetoorder 14059.99 14061.19 (5-1) -0.14149 -3.06797 **
Dnoncustomize 14054.11 14056.33 (5-1) -0.07977 -2.14390 *
運用方法
Dselfoperation 14052.41 14063.95 (5-1) -0.06934 -1.93087
Ddatacenter 14074.71 14073.81 (5-5) -0.16208 -3.26661 **
共同化
Djointoperation 14097.86 14096.27 (5-5) 0.05491 0.45225
Djointbuild 14088.33 14088.61 (5-1) -0.29989 -3.04028 **
Djointoutsourcing 14089.49 14090.71 (5-1) -0.23426 -2.59079 **
契約方法
Dlimitedtender 14055.81 14068.51 (5-1) -0.03432 -0.78914
Dpricetender 14059.19 14055.19 (5-5) -0.07878 -2.06130 *





て検証できる新電子自治体推進指針 [MIC 07a] の政策を取り上げ，実際に費用
抑制効果があるかを検証する．本節で取り上げる政策は表 5-5 のとおりであり，
第 2章で導出した電子自治体の調達方法に関する通説とそれぞれ対応している．



































分析結果を表 5-6 に示す．なお，新電子自治体推進指針 [MIC 07a] が策定され
た 2007 年 3 月 20 日と経費調査 2007 を調査した 2007 年 9 月 28 日の時間差を
考慮すると，経費調査2007の情報システムのうち，新電子自治体推進指針 [MIC 
07a] の策定後に構築されたものはわずかであると考えられる．したがって，本
節の考察は，厳密にいえば新電子自治体推進指針 [MIC 07a] の政策そのものを
検証するものではなく，政策の背景にある考え方を検証し，新電子自治体推進
指針 [MIC 07a] においてこれらの政策を採用することが適切であったかを明
らかにするものである．しかし，本研究の成果が有益であることに変わりはな
い． 









γ l0 t-value p * *
システムのオープン化 Dmainframe -0.13236 -2.43437 * 3 0
パッケージの利用 Dmadetoorder -0.14149 -3.06797 ** 4 0
パッケージのノンカスタマイズ Dnoncustomize -0.07977 -2.14390 * 2 0
共同アウトソーシング Djointoutsourcing -0.23426 -2.59079 ** 3 0
プロポーザルの実施 Dlimitedtender -0.03432 -0.78914 2 1




























表 5-7 電子自治体の効率化に有効な手段 
 
変数 割合 費用抑制効果 抑制割合
γ l0 t-value p EXP(γ )-1
Djointbuild 2.62% -0.29989 -3.04028 ** -25.91%
Dstandalone 7.69% -0.28067 -6.08815 *** -24.47%
Djointoutsourcing 7.51% -0.23426 -2.59079 ** -20.88%
Ddatacenter 8.58% -0.16208 -3.26661 ** -14.96%
Dmadetoorder 13.58% -0.14149 -3.06797 ** -13.19%
Dmainframe 4.53% -0.13236 -2.43437 * -12.40%
Dnoncustomize 25.39% -0.07977 -2.14390 * -7.67%
Dpricetender 9.96% -0.07878 -2.06130 * -7.58%
p P-value; *** p<0.001; ** p<0.01; * p<0.05.
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日本政府は，新電子自治体推進指針 [MIC 07a] では共同アウトソーシングと













マルチレベルモデルと第 4 章の重回帰分析の分析結果を整理したものを表 5-8
に示す． 
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表 5-8 人口と利用期間の費用効果 
 
まず，LNpopulation に関しては，マルチレベルモデルの係数は 0.36425 であ
り，全ての業務について回帰係数は有意かつ正である．LNpopulation の係数は
cost の人口弾力性を示すものであることから，この結果，人口は cost に正の影
響を与えるが，人口の変化と同程度には cost が増加しないことが分かる． 
また，LNperiod に関しては，マルチレベルモデルの係数は-0.49424 である．
また，全ての業務について回帰係数は負であり，1 業務を除いて有意である．
LNperiod の回帰係数は cost の期間弾力性を示すものであることから，この結
果，利用期間は cost に負の影響を与える，つまり，同じ情報システムを長く使
うほど，1 月当たりの情報システム費用（cost）は下がることが明らかになった．





γ l0 t-value p * *
LNpopulation 0.36425 16.74746 *** 0 17 0.2258 ~ 0.8120
LNperiod -0.49424 -10.51902 *** 16 0 -0.7663 ~ -0.3364
*1 列内の数字は業務の数; p P-value; *** p<0.001; * p<0.05.
0
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極的に活用していくべきことを表 5-7 に示した． 
さらに，人口は情報システムの費用に正の影響を与えるが，人口の変化と同
程度には費用が増加しないこと，同じ情報システムを長く使うほど，1 月当たり
















テムを構築する方式があることから [Shimada 10b] [Shimada 10c] [Shimada 
14]，いずれの方式が効率的かを検証するという大きな課題も残されている． 
本章では，マルチレベルモデルによって第 4 章の 17 業務の重回帰モデルを統
合し，費用効果の全体的な傾向を明らかにした．次章では，同じくマルチレベ
ルモデルを使って Web システムの費用効果の変動要因を分析する．  
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第6章 市町村における Web システム
の費用効果 
6.1 はじめに 





子自治体の効率化に関する政策を検証した．ただし，第 4 章と第 5 章で使用し
たデータは，第 3 章で説明したように 2007 年のデータである． 
2007年と現在では，レガシーシステムからオープンシステムへの移行が進み，
自治体クラウドが登場するなど，電子自治体を取り巻く状況に変化がある．も
ちろん，2007 年以降は同様の調査がなく，経費調査 2007 を分析して知見を得
ることは重要であるが，本節では，まず，急速に進展していく情報技術に関し
て，2007 年のデータを分析する意味を改めて確認することにしたい． 
例えば，2010 年には，地方公共団体における ASP･SaaS 導入活用ガイドライ



























































以下では，まず Web システムに関する先行研究を確認する．次に，Web シス








する研究は数多くあり，開発方法に関するものとして，[Narita 07] [Kaji 09] 
[Hayakawa 12] [Hosono 13] [Oya 13] [Watanabe 13] [Watanabe 15] がある． 
 [Hosono 13] は，クラウドに対応した Web サービスの生産方法を提案し
た． 
 [Watanabe 13] は，身の回りのデバイスの情報を統合して，Web サービ
スに省エネ機能を追加する仕組みを提案した． 
次に，サービスの向上に関するものとして，[Fujiwara 06] [Gotoh 09a] [Arase 
10] [Lu 10] [Nakamura 11] がある．他にも，事務の改善に関するものとして，
[Uenoyama 13] がある． 
 [Gotoh 09a] は，電子政府の性能評価モデルを提案し，オンライン国税申
告システムで検証した 
 [Arase 10] は，Web 上のジオタグ付き写真から旅行パターンを発見する
方法を提案した． 




て，第 4 章と第 5 章の分析結果を整理するとともに，Web システムの費用効果
の変動要因を統計的に分析する．表 6-1 に本章の位置付けを示す． 












本節では，2007 年における Web システムの普及状況を確認した上で，第 4
章と第 5 章の Web システムに関する分析結果を見ていく．まず，第 4 章の分析
対象の 17 業務システム延べ 5,723 市町村について，業務ごとの Web システム
の割合を表 6-2 に示す． 
表 6-2 Web システムの割合 
 
2007 年時点では，行政サービスの利便性を向上する Web システムとして期
待されていた 16 電子申請システムや 17 施設予約システムについて，Web シス
業務
Pmainframe Pclientserver Pweb Pstandalone
1 住民情報関連 0.22553 0.56170 0.20851 0.00426
2 戸籍 0.02044 0.91553 0.05586 0.00817
3 選挙投票 0.04380 0.76642 0.12409 0.06569
4 国保・年金 0.22340 0.61702 0.15426 0.00532
5 福祉業務 0.08072 0.72646 0.14798 0.04484
6 保健業務 0.04498 0.79931 0.08651 0.06920
7 介護保険 0.06055 0.72266 0.21484 0.00195
8 医療費助成 0.06383 0.72872 0.12234 0.08511
9 財務会計 0.03750 0.56875 0.39167 0.00208
10 人事給与 0.04139 0.70153 0.09150 0.16558
11 文書管理 0.00000 0.34911 0.63314 0.01775
12 土木積算 0.02399 0.56642 0.04982 0.35978
13 公営住宅管理 0.02235 0.46927 0.06704 0.44134
14 図書館 0.01222 0.76963 0.18325 0.03490
15 グループウェア 0.01161 0.25919 0.72534 0.00387
16 電子申請 0.00690 0.03448 0.95862 0.00000
17 施設予約 0.00654 0.16340 0.83007 0.00000











次に，Web システムの費用効果について，第 4 章の分析結果を表 6-3 に示す．
このように Web システムの費用効果は業務によって正負に分かれた．  
表 6-3 各業務の Web システムの費用効果 
 
この結果は，Web システムによって費用が低減する業務と増加する業務があ
業務 β 31 (Dweb) t-value p
1 住民情報関連 0.16942 1.16468
2 戸籍 -0.01344 -0.13009
3 選挙投票 -0.20753 -1.11720
4 国保・年金 -0.20231 -0.93547
5 福祉業務 0.07187 0.44486
6 保健業務 0.13019 0.86678
7 介護保険 0.14529 2.02846 *
8 医療費助成 -0.05815 -0.27695
9 財務会計 0.05196 0.76252
10 人事給与 0.20435 2.00343 *
11 文書管理 -0.04533 -0.33225
12 土木積算 -0.08080 -0.51298
13 公営住宅管理 -0.14794 -0.73916
14 図書館 0.02243 0.31860
15 グループウェア -0.27037 -2.13185 *
16 電子申請 0.18927 0.60827
17 施設予約 -0.39202 -2.16126 *
p P-value; * p<0.05.
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り，Web システムを利用したとしても全ての業務で費用が低減するわけではな
いことを示している．ただし，Dweb の回帰係数が有意であった業務は 4 業務に
とどまっている． 
そこで，全ての業務に共通する Web システムの費用効果について，第 5 章の
分析結果を表 6-4 に示す．この結果，Web システムの費用効果の全体的な傾向
について，固定効果 γl0は負だが，有意ではなく，全ての業務に共通して，Web
システムが情報システムの費用に負の影響を与えるとはいえない． 
表 6-4 Web システムの費用効果の全体的な傾向 
 











しかし，Web システムについていえば，第 4 章と第 5 章の分析の結果，効率
化の手段としてWebシステムを活用する場合には，対象業務を選ぶ必要があり，
変数
γ l0 t-value p
システム形態
Dmainframe -0.13236 -2.43437 *
Dweb -0.02024 -0.45009
Dstandalone -0.28067 -6.08815 ***












るデータは，第 4 章や第 5 章と同じく経費調査 2007 であり，これらの章で分析
対象とした 17 業務システム延べ 5,723 市町村である．ソフトウェア開発方法と
運用方法について，各ダミー変数の平均値，つまり各業務に占める割合を表 6-5
に示す．次に，Web システムの回帰係数とこれらの割合について，散布図と相
関を図 6-1 に示す． 
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表 6-5 ソフトウェア開発方法と運用方法の割合 
 
業務
Pmadetoorder Pnoncustomize Pselfoperation Pdatacenter
1 住民情報関連 0.21277 0.09787 0.33617 0.13617
2 戸籍 0.11444 0.43733 0.47003 0.02316
3 選挙投票 0.17518 0.28467 0.38686 0.05109
4 国保・年金 0.25000 0.10106 0.32979 0.11170
5 福祉業務 0.17040 0.09417 0.43946 0.04036
6 保健業務 0.22145 0.13841 0.53633 0.03114
7 介護保険 0.10156 0.12891 0.40820 0.07422
8 医療費助成 0.22872 0.09574 0.44681 0.05851
9 財務会計 0.09583 0.12917 0.41250 0.03542
10 人事給与 0.12636 0.14161 0.52070 0.03704
11 文書管理 0.08876 0.16568 0.46746 0.02367
12 土木積算 0.19188 0.48339 0.49077 0.11255
13 公営住宅管理 0.11173 0.18994 0.60894 0.03911
14 図書館 0.05934 0.31588 0.52182 0.03490
15 グループウェア 0.06770 0.48743 0.51064 0.04642
16 電子申請 0.30345 0.01379 0.00690 0.93793
17 施設予約 0.12418 0.13072 0.29412 0.39869





図 6-1 Web システムとソフトウェア開発方法の関係 



























本節では，第 4 章の 17 業務の重回帰モデルを統合し，Web システムに関する
仮説を検証するため，マルチレベルモデルを適用する．マルチレベルモデルは，
各グループに対応する別々の回帰モデルを統計的に統合し，傾きの全体的な傾





ルを (6-1) に示す． 




rij はランダム効果と呼ばれ，u0j の分散は業務間の切片の変動を，u31j の分散は
業務間の Web システムの費用効果の変動を，rijの分散は業務内の変動を示す． 
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Level 1:  






Level 2:  
𝛽0𝑗 = 𝛾00 + 𝑢0𝑗 




















[Raudenbush 02]，多段抽出データである本データの分析には (5-2) ではなく 
(6-1) が適切である．(6-1) のマルチレベルモデルは，統計的に第 4 章の重回帰
110 
モデル (4-1) と (5-2) の中間に位置するものであり，業務間の違いも考慮しつ
つ，Web システムの費用効果に関する変動要因を分析することが可能である． 
















固定効果 係数 t-value p
Dweb  (β 31j )
切片 (γ 310 ) -0.00098 -0.02572
Pnoncustomize (γ 311 ) -0.64882 -2.65372 **
ランダム効果 標準偏差
Intercept (u0j ) 1.12624 0.81582 1.55478
Dweb (u31j ) 0.07751 0.01680 0.35756
Residual (r i j ) 0.70948 0.69588 0.72334
p P-value; ** p<0.01.
95% conf idence intervals
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6.5 まとめ 
















































[Layne 01] [Moon 02]
[Andersen 06] [Chircu 08]
[Esteves 08] など
[Shimada 97] [Fukui 04]
[MIC 07b] [FEC 13]
[Tsuda 13] など
有
[Gotoh 09a] [Kubo 10]


















説に関して，回帰係数が有意であった業務は 9 業務にとどまるため，第 5 章に
おいて全ての業務に共通する費用効果も分析した． 























































表 7-3 電子自治体の効率化に有効な手段 
 
変数 割合 費用抑制効果 抑制割合
γ l0 t-value p EXP(γ )-1
Djointbuild 2.62% -0.29989 -3.04028 ** -25.91%
Dstandalone 7.69% -0.28067 -6.08815 *** -24.47%
Djointoutsourcing 7.51% -0.23426 -2.59079 ** -20.88%
Ddatacenter 8.58% -0.16208 -3.26661 ** -14.96%
Dmadetoorder 13.58% -0.14149 -3.06797 ** -13.19%
Dmainframe 4.53% -0.13236 -2.43437 * -12.40%
Dnoncustomize 25.39% -0.07977 -2.14390 * -7.67%
Dpricetender 9.96% -0.07878 -2.06130 * -7.58%











システムの費用低減効果が有意に大きいことを表 7-4 のとおり明らかにした． 








ル (5-1)，そして Web システムの費用効果の変動要因を検証するためのマルチ
固定効果 係数 t-value p
Dweb  (β 31j )
切片 (γ 310 ) -0.00098 -0.02572
Pnoncustomize (γ 311 ) -0.64882 -2.65372 **
ランダム効果 標準偏差
Intercept (u0j ) 1.12624 0.81582 1.55478
Dweb (u31j ) 0.07751 0.01680 0.35756
Residual (r i j ) 0.70948 0.69588 0.72334
p P-value; ** p<0.01.
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